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１．審 査 の 対 象

２．審 査 の 方 法

３．審 査 の 期 間

４．審 査 の 結 果

決算審査に当たっては、審査に付された決算及び附属書類が関係法令に準拠して作成されている

か、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか、事業が地方公営企業法第３条の経営

の基本原則に沿ったものであるか等に主眼を置き、関係諸帳簿と証拠書類との照合を行い、必要に

応じ、資料の提出並びに関係職員の説明を求め、計数の正確性、予算の執行状況、事務処理の適

否などについて審査を行った。

審査に付された決算及び附属資料は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、計数的にも

会計帳簿・関係証拠書類を照合した結果、正確であり、経営成績及び財政状態を適正に表示してい

るものと認めた。

　以下、水道事業、公共下水道事業の概要については、次のとおりである。

　令和５年５月２２日から令和５年６月７日までの間

　・令和４年度宇土市水道事業会計決算

　・令和４年度宇土市公共下水道事業会計決算
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（１）　事業の概要について

　・施設の利用状況（資料第４表参照）

宇土市水道事業会計

103.57

100.80

△ 105

△ 5.6

1

125,999

-

98.23

103.57

113.75

-

29.79

98.79

△ 4.1

△ 4.7

△ 56,933

100.01

△ 38,482

△ 18,451

13,790

100.39

98.03

98.80

103.56

115.00

737

15,226

35,634

1,531

1,638

345

460

0.7

1.4 101.66

191,179

283.9

8,736

9,681

10,919

11,134

3,533,565

91.0

3,214,980

90.2

26,280

3,188,700

増減（△）
令和３年度

前年度との比較

△ 43

293

△ 15

36,506

86.4

12,870

30,770

101.96

99.96

101.88

99.88

指数（％）

100.81

15,615

246

299

84.5

15,908

36,463

令和４年度単位

戸

㎥

㎥

個

％

人

3,150,218

3,659,564

35,619

％

戸

㎥

％

㎥

13,791

85.9

87.1

13,330

31,016

15,525

行 政
区 域 内

人 口

有収水量

配 水 量

戸 数

人 口

戸 数

無収水量

配 水 量

人 口

戸 数

１ 日 平 均

配 水 管 延 長

１ 日 配 水 能 力

人 口

(B)

有収水量

(A)

12,557

12,665

人

ｍ

ℓ

㎥

㎥

戸

人

㎥

㎥

％ 86.3

3,158,047

86.1

7,829

　水道事業の施設効率を判断する施設利用率、負荷率、最大稼働率（いずれも値の高い方が良い）を
見ると、施設利用率は７９．１６％で前年度に比べ７．７９ポイント減少している。施設利用率は負荷率と
最大稼働率に分解することができるが、負荷率は７９．８４％で前年度に比べ８．８２ポイント減少し、最
大稼働率は９９．１５％で１．０８ポイント増加している。１日配水能力、１日平均配水量、１日最大配水
量はすべて増加している。
　また、固定資産使用効率（値は大きい方が良い）は１２．２８で前年度に比べ０．３ポイント増加してい
る。

191,916

278.3

8,631

10,026

水道事業の概要は次のとおりで、給水人口３１，０１６人、給水戸数１３，３３０戸で、前年度と比較す
れば、２４６人増、４６０戸増となり、普及率は人口で８７．１％、戸数で８５．９％となっている。年間配水
量は３，６５９，５６４㎥、年間有収水量は３，１５０，２１８㎥で、前年度に比べ年間配水量は増加し、年間
有収水量は減少している。有収率は８６．１％で、前年度に比べ４．１ポイント減少している。

１ 日 最 大 配 水 量

D÷A

有 効 率

(D)=B+C

有効水量

給 水
区 域 内

現 在 給 水

普 及 率

量 水 器 設 置 数

年　　間

B÷A

有 収 率

(C)

種　　　　別

戸 数

１人１日平均有収水量
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16,332,744 2.27

材 料 売 却 原 価

100.00

計 720,029,064 100.00

加 入 金 9,174,000 1.27

過 年 度 損 益 修 正 益 3,700 0.00

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0.00

賞 与 引 当 金 戻 入 0

手 数 料

5.79

構成比

修 繕 費

動 力 費

4.99

0.151,088,640

工事負担金長期前受金戻入 1,308,151

44,135,176 7.05

0.02

176,000 0.02

他 会 計 補 助 金

県補助金長期前受金戻入 1,307,626 0.18

35,927,341

625,707,131

2.68

20.78

8.43

受 水 費 43.37

130,041,466

8.04

その他長期前受金戻入 24,732,000 3.43

計

他 会 計 負 担 金

0.00

0.18

受贈財産評価額長期前受金戻入 1,712,990 0.24

国庫補助金長期前受金戻入 そ の 他

3.84

271,385,400

52,722,617

24,002,436

46,900

0.01

0.01

137,786 0.02

減 価 償 却 費

157,079

16,745,352企 業 債 利 息雑 収 益 （ 営 業 外 ）

雑 収 益 （ 営 業 内 ）

受 取 利 息 及 び 配 当 金

材 料 売 却 収 益

38,996

（２）　予算の執行状況について（資料第１表参照）

決 算 額

0.38

構成比

50,297,432

職 員 給 与 費

委 託 料

36,220,173

決 算 額

625,319,290

2,722,900

収益的収入・・・

収益的支出・・・

予算現額７０４，３８０，０００円に対し、決算額は７２０，０２９，０６４円（収入率１０２．２

２％）で１５，６４９，０６４円の増となっている。決算額を前年度と比較してみると７，８１

１，７８１円の増となっている。

予算現額６５２，２９８，０００円に対し、決算額は６２５，７０７，１３１円（執行率９５．９

２％）で、不用額は２６，５９０，８６９円（内訳は営業費用１９，５４３，７００円、営業外費

用６，９４５，７４８円、特別損失４２１円、予備費１０１，０００円）となっている。決算額を

前年度と比較してみると２，５３８，２５０円の増となっている。

（単位：円,％）

86.85

　イ．収益的収入及び支出(消費税込み)

収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の科目別決算は次のとおりであり、構成比を見る

と事業収益においては、水道料金収入が決算額の８６．８５％を占め、事業費用では受水費４３．３７％、

減価償却費２０．７８％、委託料８．０４％等となっている。

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 科 目

水 道 料 金
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設備拡張費

設備改良費

－

12.76

企 業 債 償 還 金

0

86,200,000 75.37

雑 支 出

補 助 金

科                目

予算現額１４８，３７０，０００円に対し、決算額は１１４，３７１，６０１円（収入率７７．０

９％）で３３，９９８，３９９円の減となっている。決算額を前年度と比較してみると、６３，０

５７，３５９円の増となっている。

資本的収入・・・

企 業 債

出 資 金

構 成 比（％）

資本的収入及び資本的支出の科目別決算状況は次のとおりである。

建 設 改 良 費

266,576,808

41.44110,468,165

100.00

76,038,263

0

－

支
 
 
 
 

出

予 備 費

100.00

－

－

収
 
 
 
 

入

加 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計

0

14,597,000

計

営業設備費 570,380

0

0

114,371,601

0

災害復旧費 79,500,000

58.56156,108,643

負 担 金 13,574,601 11.87

－

備        　　　　 　考

　ロ．資本的収入及び支出(消費税込み)

（単位：円,％）

決　算　額

資本的支出・・・予算現額３０２，４１３，０００円に対し、決算額は２６６，５７６，８０８円(執行率８８．１

５％)、翌年度への繰越額４，０４８，０００円、不用額３１，７８８，１９２円となっている。不

用額の内訳は、建設改良費２４，３９０，３５７円、企業債償還金５，３９７，８３５円、予備

費２，０００，０００円である。決算額を前年度と比較してみると、２６，１４４，２３０円の増

となっている。
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　　※　上記指数は、平成３０年度を１００とし、令和４年度までの指数を表したものである。

次に、水道事業の経済性を総合的に評価するための経営比率を算した（表－２）を見ると、経営資

本営業利益率は、０．７％から０．３％に減少している。経営資本営業利益率は経営資本回転率と営

業収益営業利益率に分解することができる。経営資本回転率は０．２回から０．１回へ、営業収益営業

利益率は４．３％から２．１％と共に減少している。

資料第４表を見ると、供給単価（１㎥当たりの収益）は１８０．６０円で前年度に比べ増加、給水原価

（１㎥当たりの費用）は１６８．７２円で減少している。料金回収率（供給単価÷給水原価×１００）は、１０

７．０４％と１００％を超えており、水道料金収入で給水に係る費用を賄うことができている。

また、総収支比率は１１３．７７％で前年度に比べ増加し、営業収支比率は１０２．１６％で減少してい

るものの、共に引き続き１００％以上であり、収支は健全な水準にある。

ロ．人件費と労働生産性について

水道事業の人件費は（表－３）を見ると、前年に比べ７２３，４５１円増加し、人件費の総費用に占める
割合は６．３２％と前年度６．２４％に比べ０．０８％増加している。
　給水収益に対する人件費の割合は、６．４５％で前年度６．２５％に比べ増加している。

また、水道事業の労働生産性を示す指標を算出した（表－４）を見ると、いずれの指標も前年度に比
べ増加している。全国指標（令和２年度の水道統計）と比較すると、全国より高い数値となっている。

　　※　令和２年度以降、簡易水道事業分の補助金が営業外収益に計上されている。

令和４年度 659,565,214 130.67 579,728,672 139.97 79,836,542

令和３年度 651,016,230 128.98 576,448,428 139.17 74,567,802

令和２年度 650,094,376 128.79 577,573,985 139.45 72,520,391

令和元年度 499,795,969 99.02 407,731,442 98.44 92,064,527

（３）　経営状況について（資料第2表参照）

イ．経営成績について

本年度は、総収益６５９，５６５，２１４円に対し、総費用５７９，７２８，６７２円で、差引純損益は７９，８３
６，５４２円の黒字決算となっている。

総収益を見ると、営業収益は減少（△７，９６４，６１８円）したものの、営業外収益の増加（１６，５１２，
１１７円）により、前年度に比べ８，５４８，９８４円（１．３１％）の増となっている。営業収益が５７１，９９２，
４９３円、営業外収益は８７，５６９，２９６円となっており、営業収益の主なものは、給水収益（水道使用
料）５６８，９２５，６９０円（総収益の８６．２５％）で、営業収益は給水収益が減少したことにより、前年度
に比べ７，９６４，６１８円の減少となっている。営業外収益の主なものは、長期前受金戻入４５，３９３，５
１１円（６．８８％）と雑収益３２，７０８，１４９円（４．５６％）で、営業外収益は長期前受金戻入と雑収益が
共に増加したため、前年度に比べ１６，５１２，１１７円増加している。

総費用では、営業費用と特別損失の増加により、前年度に比べ３，２８０，２４４円（０．５７％）の増と
なっている。営業費用が５５９，９２４，６２４円、営業外費用が１７，１３０，９１９円、特別損失が２，６７３，
１２９円となっており、営業費用の主なものは原水及び配水費３７６，５３４，６２４円（総費用の６４．９
５％）、減価償却費１３０，０４１，４６６円（２２．４３％）、総係費５１，００４，９０６円（８．８０％）で、営業費
用は原水及び配水費及び減価償却費は減少しているが、前年度に比べ５，００５，９４０円増加してい
る。営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費１６，７４５，３５２円（２．８９％）で、営業
外費用は前年度に比べ３，７５１，９１３円減少している。特別損失は過年度損益修正損（０．４６％）と
なっている。
　平成３０年度から令和４年度までの５年間の経営成績の推移は（表－１）のとおりである。
　
　　(表-1) (単位：円,％）

平成３０年度 504,756,901 100.00 414,194,666 100.00 90,562,235

       　　　　     区 分

　 年 度

総　　収　　益 総　　費　　用 損　　益

金　　額  指   数 金　　額 指   数 金　　額
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: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

※R２水道統計・・・・公益社団法人日本水道協会発行の「令和2年度　水道統計　施設・業務編」から抜粋

職員1人当たり給水人口
5,1286,203 1,075

（人）

職員1人当たり営業収益
96,659,519114,398,499 17,738,980

（円）
66,198,412

3,395

職員1人当たり給水量
588,928731,913 142,985

（㎥）

(表-4)

比　　率　　名

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(R４－R３)R３
(給水人口30,770人)

R４
(給水人口31,016人)

456,595

　　　　　　　　　　　　　　　　　※

R２水道統計
(給水人口3万人～

5万人未満)

総 費 用 ( 円 ） 576,448,428579,728,672 3,280,244

人件費 ／総費用（％） 6.246.32 0.08

人件費 ／給水収益（％） 6.256.45 0.20

給 水 収 益 ( 円 ） 574,993,120568,925,690 △ 6,067,430735,079,356

10.93

人 件 費 ( 円 ） 35,944,05836,667,509 723,451

(表-3)

比　　率　　名

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(R４－R３)R３
(給水人口30,770人)

R４
(給水人口31,016人)

80,365,822

　　　　　　　　　　　　　　　　　※

R２水道統計
(給水人口3万人～

5万人未満)

R３経営資本 3,756,297,920R４経営資本 3,845,077,636

R３営業収益 579,957,111R４営業収益 571,992,493

4.32.1
営業収益

R３営業利益 25,038,427R４営業利益 12,067,869

営業収益営業利益率(%)
営業利益

× 100 △ 8.5

0.3
経営資本

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )
営業収益

0.20.1

経営資本営業利益率(%)
営業利益

× 100 0.7

経営資本

△ 0.6

0.1

水道事業の人件費は（表－３）を見ると、前年に比べ７２３，４５１円増加し、人件費の総費用に占める
割合は６．３２％と前年度６．２４％に比べ０．０８％増加している。
　給水収益に対する人件費の割合は、６．４５％で前年度６．２５％に比べ増加している。

また、水道事業の労働生産性を示す指標を算出した（表－４）を見ると、いずれの指標も前年度に比
べ増加している。全国指標（令和２年度の水道統計）と比較すると、全国より高い数値となっている。

(表-2)

比　　率　　名 算　　式

宇  土  市  水  道  事  業

R３
(給水人口30,770人)

R４
(給水人口31,016人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　※

R２水道統計
(給水人口3万人～

5万人未満)
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計

95,579,869

47,715,610

資産の種類別の異動状況については次のとおりである。 （単位：円）

本年度末の未収金の内訳は次のとおりである。 （単位：円）

貯蔵品の異動状況については次のとおりである。 （単位：円）

998,7350

その他未収金

13,596,075

年　　　度

令和４年度分

過  年  度  分

合　　　計

水 道 料 金

59,538,944 0

△ 7,000,000

35,857,925

998,735

6,100,294

△ 7,000,000

5,905,205

117,968,391

14,918,537

3,066,104

3,363,791 133,613,763

2,776,933

25,737,207

60,589,631 2,066,997 1,894,287,718

41,119,535

100,658,479

営業外未収金

35,857,925

11,893,982

0

762,730,778

0

143,295,479

0

13,779,075

貸 倒 引 当 金

183,000

0

0

◎　有形固定資産・・・

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが、主な科目の異動状況は次のとおりである。

　イ．固定資産

0

3,614,770383,921 3,455,500

94,703,755

累  計

0 2,534,811

130,041,466

年度末償
却未済高

2,980,272,856

令和5年3月31日
現    在

2,599,351,331

967,389

133,651,977

2,012,137,252

減少額

0

2,861,810,046

減　少

72,271,101

増加額

令和4年3月31日
現    在

224,651

118,857

2,735,251,228 3,482,648

※年度末償却未済高　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

本年度は１４３，２９５，４７９円となっており、前年度９６，３９５，３８８円に対し、４

６，９００，０９１円の増となっている。

◎　未収金・・・・・・

　ロ．流動資産

区　　分

0 0 0

0

機械及
び装置

756,491,071

令和４年度中の増減

増　加

1,459,166

当　年　度

242,122

768,289

減価償却累計額

土  地

構築物 4,552,965,949

0

本年度は５，９０５，２０５円となっており、前年度６，１００，２９４円に対し、１９

５，０８９円の減となっている。

◎　貯蔵品・・・・・・・・・

減少額増加額

工具器具

及び備品

車両及び
運搬具

建　設
仮勘定

47,447,538 14,530,000

3,744,322 0

9,603,498

0 70,811,935

資産の
種　類

当  年  度
年度当初
現在高

14,960,086 0 0 11,125,693

3,602,200

95,866,713 110,056,365

874,209,534

年度当初
現在高

94,703,755

建  物

（４）　財政状態について（資料第３表参照）

本年度は２，９８０，２７２，８５６円となっており、前年度２，９４８，６４６，６６９円

に対し、３１，６２６，１８７円の増となっている。

合  計 5,683,897,897 210,913,203 52,728,198

量 水 器

材 料

そ の 他

計 3,455,500 3,650,589

35,819 4,681,8194,717,638

0 0

00

47,059,001
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自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）

本年度は２，７２０，０００円となっており、前年度２，４１３，０００円に対し、３０

７，０００円の増となっている。

　ト．剰余金

　ヘ．資本金・・・・・・・・・

(表-5)

R４

464.43

本年度は１１３，７５９，０３９円となっており、前年度１１５，８６５，２８８円に対

し、２，１０６，２４９円の減となっている。

◎　企業債・・・・・・・・・

  ニ．流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・

◎　未払金・・・・・・・・・

◎　引当金・・・・・・・・・

　ホ．繰延収益

◎長期前受金・・・・・・

◎　その他流動負債・・

◎　利益剰余金・・・・・

◎　資本剰余金・・・・・

134.27

×１００

×１００

×１００

437.37

R３

57.7458.96

前年度と同額の１，６４３，８９８，４５１円となっている。

流 動 比 率 （ ％ ）

130.95

算　　式

流動負債

流動資産

自己資本金＋剰余金

負債資本合計

固定資産

自己資本金＋剰余金

次に、財務比率（表－５）であるが、財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で、かつ、より高

い方が安全）は４６４．４３％で、前年度より２７．０６ポイント増加しており、財務の安全性（短期的な

債務の支払能力）は高い状況を示している。ただ、流動資産の中に債権回収が非常に困難な過年

度未収金４１，１１９，５３５円が含まれていることに留意する必要がある。

財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全）は５８．９６％で、年々増加しているもの

の、まだ低い状態である。事業経営の安定化を図るためには、自己資本の造成が必要である。

固定比率（１００％以下であると安全）は１３０．９５％で前年に比べ減少しているが、まだ１００％以

上となっており、固定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況が続いている。

  ハ．固定負債

本年度は７８４，９０１，２６１円となっており、前年度７３５，８７５，６６７円に対
し、４９，０２５，５９４円の増となっている。内訳は長期前受国庫補助金３６７，
８３９，３１８円、長期前受他会計補助金２４，７３２，０００円、長期前受その他
補助金９，６０５，６３９円、長期前受工事負担金１１５，８８１，３９８円、長期前
受受贈財産評価額９７，４７６，２３５円、その他長期前受金１６９，３６６，６７１
円である。

本年度は３０，６５０，８３７円となっており、前年度３４，５９７，０６９円に対し、

３，９４６，２３２円の減となっている。内訳は営業未払金１８，７２４，４３７円、

営業外未払金２２７，１５０円、その他の未払金１１，６９９，２５０円である。

本年度は４２，２５３，９５０円となっており、前年度４２，５９５，８７０円に対し、３

４１，９２０円の減となっている。

比　　率　　名

固 定 比 率 （ ％ ）

前年度と同額の１３，５４７，１２８円となっている。

当年度未処分利益剰余金は、前年度からの繰越分４７２，９４８，７７２円に当

年度純利益７９，８３６，５４２円を加算した５５２，７８５，３１４円となっている。

なお、積立金については、減債積立金１６，７８９，８８０円、建設改良積立金

４９，０００，０００円である。

本年度は７５４，１００，８９７円となっており、前年度７７６，２６２，８１３円に対

し、２２，１６１，９１６円の減となっている。
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（５）　む　す　び

令和４年度水道事業の総収益は、６５９，５６５，２１４円で、前年度に比べ８，５４８，９８４円増加

しているが、総収益の８６．２６％を占める営業収益の給水収益（水道使用料）は６，０６７，４３０

円減少している。総費用は５７９，７２８，６７２円で、前年度に比べ３，２８０，２４４円増加してお

り、総収益と総費用の差引純利益は、７９，８３６，５４２円の黒字で、前年度に比べると５，２６８，

７４０円、７．０７％増加している。

水道事業本来の営業損益で見ると、１２，０６７，８６９円の黒字となっているが、営業収益営業

利益率は２．１％で、前年度に比べると２．２ポイント減少している。平成３０年度や令和元年度

の１０％を超える利益率の数値から、営業利益が極めて少なかった平成２９年度以前の一桁利

益率となっている。

また、非現金収益である長期前受金戻入という営業外収益によって、経常利益と純利益の黒

字幅が膨らんでいることも留意しておく必要がある。

長期前受金戻入とは、地方公営企業会計制度の改正により、償却資産の取得に伴い交付さ

れる補助金等について、毎年減価償却見合い分を収益化することになった現金の入金を伴わ

ない非現金収益で、決算書の上だけの数字であることに留意しておく必要がある。

給水原価をもとに、定期的な料金改定の検討と見直しを図るとともに、引き続き適切な水道料

金の徴収と営業費用の削減に努められたい。

　なお、決算全体を通じて、水道事業の課題としては、次のとおりである。

給水人口は、３１，０１６人で前年度に比べ２４６人増加し、また、水道普及率（人口）も８７．１％

と着実に上昇している。引き続き給水人口の増加に努められたい。

有収率（配水される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は、８６．１％と前年

度に比べ４．１ポイント減少している。主な原因である漏水防止の対策強化に努められ、有収率

の向上を図られたい。

収入面では、水道料金の滞納額が１００，６５８，４７９円と依然として多額になっており、また、

滞納額の一部は不納欠損処分により５，３５０，６６１円が債権放棄されている。収入の確保を図

るとともに、適切に納付している市民との負担感の公平性を保つことが水道事業の継続につな

がるもので、その重要性を強く認識して徴収努力を高めていただきたい。滞納者との早期接触

を確実に実施するとともに、督促、催告、給水停止予告通知、給水停止等の滞納対策を徹底さ

れたい。

費用の面でも、例えば本年度借入れの企業債の民間資金の借入れに当たって、下水道事業

や一般会計の地方債借入れと共同借入れを行って、借入れロットを大きくすることで、償還利

率を抑制することを研究するなど、徹底した費用削減に取り組んでいただきたい。

本市水道は、市内水源の取水量だけでは足りず、上天草・宇城水道企業団から１日５，２００

㎥の水を購入して、給水量を確保している。そのため、受水費用は２億４千万余円と、総費用の

約４２％に上っている状況にあり、引き続き市民・企業の水需要等を十分注視されたい。

さらに、配水管改良工事等の建設改良費は１５６，１０８，６４３円に上っており、毎年多額の費

用を要している。水道創設から６０年以上経過し、今後、老朽化した水道施設の建設改良費の

増加は避けられない状況になっており、有収率、有効率が低下しないよう、計画的に整備更新

に取り組まれたい。

　今後とも安心、安全はもちろん、安定、安価な水の供給に努めていただきたい。
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資料第１表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比 金　　額

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表
(単位：円、％）

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

令　和　４　年　度　　（Ａ) 令　和　３　年　度　　（B) 前年度に対する決算対比

予　算　現　額 決　　　算　　　額

構成比 金　　額 構成比 予算対比 増　　減 割　　合

予　算　現　額 決　　　算　　　額 (A-B) (A/B)

営業収益 635,943,000 90.28 628,402,876 87.28 98.81 641,996,000

100.00 102.22 712,032,000事業収益 704,380,000 100.00 720,029,064

90.16 637,092,714 89.45 99.24 △ 8,689,838 98.64

100.03 7,811,781 101.10100.00 712,217,283 100.00

特別利益 1,000 0.00 3,700 0.00 370.00 1,000

12.72 133.88 70,035,000営業外収益 68,436,000 9.72 91,622,488

0.00 2,040 0.00 204.00 1,660 181.37

107.26 16,499,959 121.969.84 75,122,529 10.55

2,538,250 100.41

営業費用 616,432,000 94.50 596,888,300 95.40 96.83 616,230,000 94.32

95.92 653,352,000 100.00 623,168,881 100.00 95.38事業費用 652,298,000

101.08

営業外費用 32,866,000 5.04 25,920,252 4.14 △ 5,998,628 81.2131,918,880 5.12 93.5478.87 34,122,000 5.22

100.00 625,707,131 100.00

590,539,631 94.77

710,370 0.11 71.04 2,188,209

95.83 6,348,669

408.04

予備費 101,000 0.02 0 0.00 0 -2,000,000 0.31 0 0.00 0.00

特別損失 2,899,000 0.44 2,898,579 0.46 99.99 1,000,000 0.15

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 148,370,000 100.00 114,371,601 100.00 77.09

0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

出資金 0 0.00 0 0.00 -

加入金 0 0.00 0 0.00 -

222.88

企業債 105,900,000 71.38 86,200,000 75.37 81.40 133,200,000 88.84 38,300,000

149,937,000 100.00 51,314,242 100.00 34.22 63,057,359

74.64 28.75 47,900,000 225.07

-

補助金 19,969,000 13.46 14,597,000 12.76 73.10 10,136,000 6.76 10,135,000

0 0.00 0 0.00 - 0

19.75 99.99 4,462,000 144.03

-

負担金 22,501,000 15.16 13,574,601 11.87 60.33 6,601,000 4.40 2,879,242

0 0.00 0 0.00 - 0

5.61 43.62 10,695,359 471.46

固定資産売却代金 0 0.00 0 0.00 - -

支

出

資本的支出 302,413,000 100.00 266,576,808 100.00 88.15 369,737,000 100.00

0 0.00 0 0.00 - 0

240,432,578 100.00

84.59 265,961,000 71.93

65.03 26,144,230 110.87

建設改良費 184,547,000 61.03 156,108,643 58.56 17,451,397 112.59138,657,246 57.67 52.13

101,775,332 42.33 99.99 8,692,833 108.54

雑支出 0 0.00 0 0.00

企業債償還金 115,866,000 38.31 110,468,165 41.44 95.34 101,776,000 27.53

0 0.00 0.00 0 -

0 -

予備費 2,000,000 0.66 0 0.00 0.00 2,000,000 0.54

- 0 0.00 0 0.00 -
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資料第2表

営 業 外 損 益 （ ３ － ４ ） 70,438,377 50,174,347 20,264,030-  -  140.39

固 定 資 産 売 却 益 0 0 -0.00 0.00 0

(単位：円、％）損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分
科　　目　　別

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

４．営　　業　　外　　費　　用

５．特　　別　　利　　益

６．特　　別　　損　　失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

２．営　　業　　費　　用

３．営　　業　　外　　収　　益

１．営　　　業　　　収　　　益

12,067,869 25,038,427
1,353,407

289,105
131,780,420

554,918,684
3,066,803

0

472,948,772
552,785,314

3,425

0

2,673,129

2,186,549

0.00 1,940 0.00

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ）
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ）

過 年 度 損 益 修 正 益 3,425

0.06

-  
0.00

0.00

0.46

100.00

82,506,246

2,673,129
659,565,214

79,836,542

0.31

4.96

2.95
2.89

646,912

0

1,940
75,212,774

1,765,452

0.11

0.00

0.00
-  

413.21
101.318,548,984100.00651,016,230100.00

0.46 646,912 0.11 2,026,217

576,448,428 100.00 3,280,244 100.57
107.075,268,740-  74,567,802-  

-  398,380,970 -  74,567,802 118.72
116.8879,836,542-  472,948,772-  

413.21

-

176.55
109.70

21.84△ 1,379,885

7,293,472
1,485

0

2,026,217

1,485 176.55

123.24
48.20
11.61

756.32
98.68

1,897,444
△ 1,196,328

△ 12,970,558
16,512,117

△ 1,738,954

82.03
19,117,380
20,882,832

87.23
101.74
592.82

△ 159,360

△ 3,751,913
△ 2,372,028

32,418
558,904

3.63
3.32 87.59

0.19
4.94
0.00

32,149,245
6,578

10.92
-  

43,193,044

0.23
0.05

22.86

1,248,000

71,057,179

86.72

96.59
64.95
8.80

22.43
0.38
0.03

-  
13.28
0.01

0.46
0.00

0.17

559,924,624
376,534,624

96.26
61.78

-
98.94

7.49
65.63

86.26
0.00

99.53
100.905,005,940

△ 6,067,430
0

△ 1,897,1880.76

378,302,708
118.0951,004,906

計

金 額

そ の 他 の 営 業 費 用
資 産 減 耗 費
減 価 償 却 費
総 係 費

571,992,493

原 水 及 び 配 水 費

38,996
87,569,296

157,079

568,925,690

130,041,466

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金
雑 収 益 32,708,149

そ の 他 雑 支 出
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

385,567
16,745,352
17,130,919

1,088,640

579,728,672

令　和  ４  年　度　　（A) 令　和　３  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ）

各 種 引 当 金 戻 入

営 業 利 益 （ １ － ２ ）

そ の 他 の 営 業 収 益
受 託 工 事 収 益
給 水 収 益

A / B増 減構成比金 額構成比
98.63△ 7,964,618

88.32
89.08579,957,111

△ 1,768,084
7,811,862

574,993,120
0

4,963,991

長 期 前 受 金 戻 入
加 入 金

45,393,511 6.88 28,503,356 4.38 16,890,155 159.26
8,340,000 1.26 9,150,000 1.41 △ 810,000 91.15
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資料第3表

0.00

49,000,000

42.59

△ 3.75

14.32 472,948,772 12.43 79,836,542 116.88

16.02 538,738,652 14.16 79,836,542 114.82

0.43 16,789,880 0.44 0 100.00

-00.000

100.00

　イ．減債積立金 16,789,880　ロ． その他企業債 15,068,553 0.39 16,767,979 0.44

(1) 企　業　債 113,759,039 2.95 115,865,288 3.04 △ 2,106,249 98.18
　ハ．当年度未処分
　　　　 利益剰余金

552,785,314

△ 1,699,426 89.87

96.89△ 6,087,401４．流　動　負　債 189,383,826 4.91 195,471,227

(1) 企　業　債 754,100,897 19.54 776,262,813 20.41 △ 22,161,916 97.15

(2) 利益剰余金 618,575,194

0

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 739,032,344 19.15 759,494,834 19.97 △ 20,462,490 97.31

貸 借 対 照 表 比 較 表

                 区　　分
科　　目

令 和 ４ 年 度 （A)

金　　額

　イ． 電話加入権

2,980,440,368

2,980,272,856

94,703,755

3.46

１．固　定　資　産

(１) 有形固定資産

　イ． 土　　　　　　地

　ロ． 建　　　　　　物

　ハ． 構　　築　　物

　ニ． 機械及び装置

令 和 ３ 年 度 （B)

金　　額 構成比

2,948,814,181

2,948,646,669

94,703,755

25,054,778

2,658,678,231

2.45

(単位：円、％)

3,066,104

14,918,537

167,512

167,512

117,718,463

1,209,511

3,834,393

47,447,538

167,512

167,512

0.10

0.03

3.09

69.90

0.66

2.49

77.52

77.52 31,626,187

1.25

0

101.0731,626,187

879,555,805

730,355,121

143,295,479

(1) 現　金　預　金

(2) 未　　収　　 金

22.79

構成比

77.21

77.21

133,651,977

2,599,351,331

133,613,763

3.46

67.34

0.08

0.39

0.00

0.00

854,931,277

(3) 貯　　蔵 　　品

資　産　合　計

３．固　定　負　債

　ホ． 車両及び運搬具

　ヘ．工具器具及び備品

　 ト． 建設仮勘定

(2) 無形固定資産

２．流  動  資  産

3,859,996,173

754,100,897

5,905,205

967,389

752,435,595

96,395,388

6,100,294

3.72

0.15

3,803,745,458

776,262,813

100.00

19.54

0.03

18.92

20.41

100.00

0.17

2.53

19.78

22.48

0.00

0.00

100.00

0

24,624,528

△ 22,080,474

46,900,091

△ 195,089

56,250,715

△ 22,161,916 97.15

101.48

96.80

148.65

97.07

102.88

100.00

0

101.07

　ハ．負　担　金

　ニ．加　入　金

100.00

31.44

79.96

79.98

113.50

97.77

533.44

(1) 長期前受金

　イ．受贈財産評価額

　ロ．国庫補助金

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

　イ． 賞与引当金

108,597,199

△ 59,326,900

15,895,300

△ 242,122

△ 768,289

112.13244,000

100.73

△ 32,529,001

　ロ．法定福利引当金 

(4) その他流動負債

63,000

0.062,011,0000.062,255,000

465,000 0.01 402,000 0.01

100.00

114.46

88.59△ 3,946,232

632,122,322

43.22

△ 2.63

4,663,49016.72

2,413,000 0.06 307,000 112.72

△ 100,048,480

98.15

100.12

負　債　合　計

６．資　本　金

７．剰　余　金

(1) 資本剰余金

112,059,613

1,699,426

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債

　ロ． その他企業債

５．繰　延　収　益

　　長期前受金
　　収益化累計額

784,901,261

△ 144,410,584

1,583,975,400

20.34 735,875,667 19.35 49,025,594 106.66

0.04

2,720,000

30,650,837

13,547,128

100.0010,505,128

0 0.00 -0

0

0 0.00

0

A / B

令 和 ４ 年 度 （A) 令 和 ３ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

△ 23,585,827 98.53

0 100.00

144.34△ 44,362,104

42.26

99.20△ 341,9201.12

金　　額 構成比 金　　額 構成比

1,643,898,451

41.04 1,607,561,227

-

1,643,898,451

△ 2,108,226

増　減　額

79,836,542

0

3,042,000

0.28

0.35 13,547,128

14.52552,285,78016.37

1,977

0.9134,597,0690.80

0.07

5.13 1.27 1.29

前 年 度 と の 比 較

増　減　額 A / B

                 区　　分
科　　目

0.08

0.36

10,505,128

3,042,000 0.08

0.27

42,595,8701.0942,253,950

640,490,677 16.59 635,827,187

2.91

0.04

114,167,839

1,697,449

3.00

負 債 資 本 合 計 3,859,996,173 100.00 3,803,745,458 100.00 56,250,715 101.48

0 100.00　ロ．建設改良積立金 49,000,000

12



資料第４表 　

　

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

負 荷 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

×１００施 設 利 用 率 （ ％ ）

最 大 稼 働 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

配 水 管 使 用 効 率 （ ㎥ ／ ｍ ）

12,665

一日平均配水量
×１００

一日最大配水量 12,557

経 費 分 析

算　　定　　基　　礎算　　定　　方　　式

98.07

18.48
3,659,564

191,916

12,557

配　 水　 量

配水管延長

×１００

×１００
10,026

一日平均配水量

12,665

10,026

職 　　　 員  　　　数

3,150,218

一日最大配水量
×１００

531,504,953

×１００

×１００

総 　収 　益

給  水  収  益

有  収  水  量

配  　水  　量

有形固定資産 298,027

3,659,564

559,924,624

3,150,218

79.16

99.15

職員一人当たり営業収益（千円）

固 定 資 産 使 用 効 率 （ ㎥ ／ 万 円 ）

供 給 単 価 （ 円 ／ ㎥ ）

給 水 原 価 （ 円 ／ ㎥ ）

総 収 支 比 率 （ ％ ）

114,398

×１００

営 業 収 支 比 率 （ ％ ）

×１００

571,992,493

営 業 費 用

5

571,992営　　業　　収　　益

令和２年度

年　　度　　別　　比　　較

99.12

88.27

169.23

177.05

12.27

18.85

令和３年度

19.07

12.28

180.60

168.72

88.66

86.95

令和４年度

113.77

102.16

112.94

104.51

89.0579.84

171.21

96,660 96,257

103.97

112.56

11.98

180.32
568,925,690

×１００

総 　費 　用

営 業 収 益

579,728,672

659,565,214

{経常費用（営業費用＋営業外費用）
－（受託工事費＋材料及び不用品売却

原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入}÷年間
有収水量
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（１）　事業の概要について

宇土市公共下水道事業会計

下水道事業の概要は次のとおりで、水洗化処理人口は２６，８２９人、同戸数は１１，４５６戸で、前年

度と比較すれば人口で１７４人、戸数で２３４戸増加している。普及率は人口で９５．６％、戸数で９５．

1％となっている。年間総処理水量は４，６４７，９００㎥、年間有収水量は３，５８９，９１４㎥で、共に前年

度に比べ減少している。有収率は７７．２％と前年度に比べ２．９０ポイント増加している。

種　　　　別 単位 令和４年度 令和３年度
前年度との比較

増減（△） 指数（％）

99.88

戸 数 戸 15,908 15,615 293 101.88

行 政
区 域 内

人 口 人 36,463 36,506 △ 43

100.46

戸 数 戸 12,044 11,771 273 102.32

処 理
区 域 内

人 口 人 28,060 27,931 129

100.65

戸 数 戸 11,456 11,222 234 102.09

水 洗 化
処 理

人 口 人 26,829 26,655 174

100.21

戸 数 ％ 95.1 95.3 △ 0.20 99.79
普 及 率

人 口 ％ 95.6 95.4 0.20

年　　間

総処理水量
㎥ 4,647,900 4,866,960 △ 219,060

無収水量
㎥ 1,057,986 1,251,998 △ 194,012

95.50
(A)

有収水量
㎥ 3,589,914 3,614,962 △ 25,048 99.31

(B)

84.50
(C)=A-B

有 収 率
％ 77.2 74.3 2.90 -

B÷A

１ 日 最 大 処 理 水 量 ㎥ 15,190 13,830 1,360 109.83

計画１日最大処理能力 ㎥ 15,375 15,375 0 100.00

95.50

有収水量 ㎥ 9,835 9,904 △ 69 99.30
１ 日 平 均

処理水量 ㎥ 12,734 13,334 △ 600

　　・施設の利用状況(資料第８表参照)

下水道事業の施設効率を判断する施設利用率、負荷率、最大稼働率（いずれも値の高い方が良
い）を見ると、施設利用率は８２．８２％で前年度に比べ３．９１ポイント減少している。施設利用率は負
荷率と最大稼働率に分解することができるが、１日最大処理水量が増加したことにより負荷率は８３．８
３％で前年度に比べ１２．５８ポイント減少、最大稼働率は９８．８０％で８．８５ポイント増加している。

下水道事業が効率的に稼働していると言われるためには、負荷率を可能な限り１００％に近づける
必要がある。

下 水 道 管 路 延 長 ｍ 146,659 146,155 504 100.34

１人１日平均有収水量 ℓ 366.6 371.6 △ 5.0 98.65
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（２）　予算の執行状況について(資料第５表参照)

　イ．収益的収入及び支出(消費税込み)

収益的収入・・・予算現額１，００９，７２５，０００円に対し、決算額は１，０１２，０４２，７６０円（収入率１０

０．２３％)で２，３１７，７６０円の増となっている。決算額を前年度と比較してみると３１

０，８３９円の減となっている。

収益的支出・・・予算現額１，０１５，３０５，０００円に対し、決算額は９００，１４６，７６９円（執行率８８．６

６％）で、不用額は１１５，１５８，２３１円(内訳は営業費用８０，２９７，５３２円、営業外費

用２５，３１７，５５５円、特別損失１４４円、予備費９，５４３，０００円）となっている。決算

額を前年度と比較してみると１，９８１，２６１円の増となっている。

収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の科目別決算は次のとおりであり、構成比を見る

と、事業収益においては、一般汚水収益（下水道使用料）が決算額の４９．０６％を占め、以下、長期前受

金戻入２６．１９％、他会計補助金１５．０８％等となっている。また、事業費用では減価償却費５７．１２％、

委託料２４．０３％、企業債利息５．１８％等となっている。

（単位：円,％）

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 決 算 額 構成比 科 目 決 算 額 構成比

負 担 金 79,860,138 7.89 委 託 料 216,273,728 24.03

一 般 汚 水 収 益 496,475,870 49.06 職 員 給 与 費 41,641,964 4.62

他 会 計 補 助 金 152,637,000 15.08 動 力 費 55,782,034 6.20

受取利息 及び配当金 0 0.00 光 熱 水 費 1,128,682 0.12

そ の 他 営 業 収 益 225,700 0.02 修 繕 費 14,119,697 1.57

長 期 前 受 金 戻 入 265,089,344 26.19 減 価 償 却 費 514,146,762 57.12

補 助 金 13,145,000 1.30 企 業 債 利 息 46,607,445 5.18

特 別 利 益 0 0.00 そ の 他 9,914,371 1.10

雑 収 入 0 0.00 手 数 料 532,086 0.06

計 1,012,042,760 100.00 計 900,146,769 100.00

消費税及び地方消費税
還 付 金

4,609,708 0.46
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資本的収入及び資本的支出の科目別決算状況は次のとおりである。 （単位：円,％）

科                目 決　算　額 構 成 比 備        　　　　 　考

　ロ．資本的収入及び支出（消費税込み）

資本的収入・・・予算現額８８０，１３５，９８３円に対し、決算額は５８１，３１７，１６６円（収入率６６．０

５％）で２９８，８１８，８１７円の減となっている。決算額を前年度と比較してみると３７９，

５４０，１７０円の増となっている。

資本的支出・・・ 予算現額１，１６９，６２１，０００円に対し、決算額は８５１，８６０，２２２円（執行率７２．８
３％)で翌年度への繰越額２８４，１１８，４１６円、不用額３３，６４２，３６２円となってい
る。不用額の内訳は、建設改良費２５，９３９，１６１円、企業債償還金５，７０３，２０１
円、予備費２，０００，０００円となっている。決算額を前年度と比較してみると３７３，５０
７，４２７円の増となっている。これは、処理場築造費が３２１，３２１，５５５円増加したこ
とが大きな要因である。

負 担 金 13,224,669 2.27

固 定 資 産 売 却 代 金 0 ―

267,692,497 46.05

加 入 金 0 ―

補 助 金

計 581,317,166 100.00

支
 
 
 
 

出

建 設 改 良 費 529,486,423 62.16

管渠布設費 106,245,995

収
 
 
 
 

入

企 業 債 300,400,000 51.68

出 資 金 0 ―

災害復旧費 68,100,000

企 業 債 償 還 金 322,373,799 37.84

ポンプ場築造費 0

処理場築造費 346,434,555

築造総務費 8,705,873

計 851,860,222 100.00

雑 支 出 0 ―

予 備 費 0 ―
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: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

経営資本営業利益率(%)
営業利益

比　　率　　名 算　　式
宇土市公共下水道事業

R4
(処理人口26,829人)

R３
(処理人口26,655人)

× 100
△ 2.9

（３）　経営状況について(資料第６表参照)

イ．経営成績について

本年度は、総収益９６２，８４７，２４２円に対し、総費用８７５，８６４，６８４円で、差引純利益は８６，

９８２，５５８円の黒字決算となっている。

総収益を見ると、営業収益が５３１，９７５，８９８円、営業外収益は４３０，８７１，３４４円となってい

る。営業収益の主なものは、下水道使用料４５１，８９３，８３４円（総収益の４６．９３％）と負担金７９，

８６０，１３８円（８．３０％）で、営業収益は下水道使用料は減少したが、一般会計負担金及び雨水

処理負担金が増加したことにより、前年度に比べ４，９０７，５５８円の増加となっている。営業外収

益の主なものは、長期前受金戻入２６５，０８９，３４４円（２７．５３％）と市補助金１５２，６３７，０００円

（１５．８５％）で、営業外収益は市補助金、長期前受金戻入が共に減少したため、前年度に比べ

３，４６９，６５８円減少している。

総費用では、営業費用が８２５，９４６，２５２円、営業外費用が４９，０３３，２８８円、特別損失が８８

５，１４４円となっている。営業費用の主なものは、減価償却費５１４，１４６，７６２円（総費用の５８．７

０％）、処理場費２１２，６２３，１８２円（２４．２８％）、総係費５２，９８５，３８９円（６．０５％）で、営業費

用は減価償却費及び資産減耗費が減少しているが、前年度に比べ２４，７６９，９９５円増加してい

る。営業外費用の主なものは支払利息４６，６０７，４４５円（５．３２％）で、営業外費用は前年度に比

べ５，０６４，５３７円減少している。

営業収益対営業費用比率（資料第８表）は６４．４１％で、営業収益は営業費用を大幅に下回り、

営業損益は２９３，９７０，３５４円の大赤字となっている。大赤字にもかかわらず経常損益及び純損

益が８千万円を超える黒字となっているのは、多額の営業外収益、特に長期前受金戻入があるた

めである。

次に、下水道事業の経済性を総合的に評価するための経常比率を算した（表－１）を見ると、営

業損益が赤字のため、経営資本営業利益率は赤字となっている。経営資本営業利益率は経営資

本回転率と営業収益営業利益率に分解することができるが、経営資本回転率は０．１回、営業収

益営業利益率は赤字で、前年度と同じ状況となっている。本市下水道の経済性は低く、営業費用

を営業収益で賄えていない経営状況となっている。

資料第８表を見ると、使用料単価（１㎥当たりの収益）は１４４．２１円、汚水原価（１㎥当たりの費

用）は２３９．１５円で、いずれも前年度に比べ増加している。料金回収率(使用料単価÷汚水原価

×１００)は６０．３０％で１００％を下回っており、汚水に係る費用が下水道使用料だけでは賄いきれ

ず、下水道使用料以外の収入に依存している経営状況となっている。

(表-1)

△ 52.0

営業収益 (赤字) (赤字)

△ 2.6

経営資本 (赤字) (赤字)

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )
営業収益

0.1 0.1
経営資本

営業収益営業利益率(%)
営業利益

× 100
△ 55.3

R４営業収益 531,975,898 R３営業収益 527,068,340

R４営業利益 △ 293,970,354 R３営業利益 △ 274,107,917

R４経営資本 10,267,480,652 R３経営資本 10,447,146,377
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（４）　財政状態について (資料第７表参照)

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが、主な科目の状況は次のとおりである。

　イ．固定資産

◎　有形固定資産・・・ 本年度は９，５０１，２４２，４１８円となっており、前年度９，５０９，４９７，５５５円

に対し、８，２５５，１３７円の減となっている。

資産の種類別の異動状況については次のとおりである。 （単位：円）

増加額 減少額

資産の
種　類

年度当初
現在高

当  年  度 減価償却累計額

0

年度末償
却未済高

増加額 減少額
年度当初
現在高

当　年　度
累  計

234,050,089

建  物 360,094,606 94,220,922 0 116,426,437 14,336,411 0 130,762,848 323,552,680

土  地 234,050,089 0 0 0 0 0

構築物 10,653,611,867 137,930,560 0 2,846,149,709 354,240,519 0 3,200,390,228 7,591,152,199

8,424,325 1,510,851,616 880,477,881

車　両
及　び
運搬具

0 0 0 0 0 0

機械及
び装置

2,391,439,792 8,757,416 8,867,711 1,373,774,787 145,501,154

0 0

工具器
具及び
備　品

2,840,977 0 0 2,184,954 68,678 0 2,253,632 587,345

建　設
仮勘定

205,996,111 312,915,484 47,489,371 0 0 0 0 471,422,224

本年度末の未収金の内訳は次のとおりである。 （単位：円）

年　　度 下水道使用料 負担金未収金 その他未収金 貸 倒 引 当 金 計

8,424,325 4,844,258,324 9,501,242,418

※年度末償却未済高　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

　ロ．流動資産

◎　未収金・・・・・・・・・ 本年度は１５８，００６，９０７円となっており、前年度６３，０３５，６１４円に対し、

９４，９７１，２９３円の増となっている。下水道使用料にかかる未収金が、１０

９，０８９，０８９円となっているが、このうち令和４年度分については、そのほと

んどが令和５年４月以降に収入されることになっている。

合  計 13,848,033,442 553,824,382 56,357,082 4,338,535,887 514,146,762

過  年  度  分 22,035,999 0 44,280 △ 3,000,000 19,080,279

令和４年度分 87,053,090 31,663,980 20,209,558 0 138,926,628

合　　    　　計 109,089,089 31,663,980 20,253,838 △ 3,000,000 158,006,907
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  ハ．固定負債

◎　企業債・・・・・・・・・ 本年度は３，１５７，３５６，８０５円となっており、前年度３，１９３，８８６，２１１円

に対し、３６，５２９，４０６円の減となっている。

  ニ．流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・ 本年度は３３４，７８９，４３３円となっており、前年度３２０，２３３，８２６円に対

し、１４，５５５，６０７円の増となっている。

次に、財務比率（資料第８表参照）であるが、財務の安全性を示す流動比率（１００％以上、かつ、よ

り高い方が安全）は３１５．９９％で、前年度に比べ１０．１７ポイント増加している。２００％を超え、短期

の支払能力は高くなったが、未収金の中には債権回収が非常に困難な過年度未収金２２，０３５，９９９

円が含まれていることに留意する必要がある。

財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全，４０％以上は必要）は３０．９０％で、前年

度に比べ上昇しているが、依然として低い状況にある。

固定資産対長期資本比率（１００％以下であると安全）は１４６．７１％で、前年度に比べ下落している

が、まだ１００％以上となっており、固定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況が続

いている。

  ヘ．資本金・・・・・・・・・・ 前年度と同額の２，５０４，２１９，３３８円である。

  ト ．剰余金

◎　資本剰余金・・・・・ 前年度と同額の１１６，７１０，４６５円である。内訳は受贈財産評価額９，９４

８，０００円、補助金１０６，７６２，４６５円となっている。

◎　利益剰余金・・・・・ 当年度未処分利益剰余金は、前年度からの繰越利益剰余金６１０，８００，０

８９円に当年度純利益８６，９８２，５５８円を加算した６９７，７８２，６４７円と

なっている。

◎　未払金・・・・・・・・・ 本年度は５２，６６８，９３４円となっており、前年度５０，２３８，１４８円に対し、

２，４３０，７８６円の増となっている。内訳は営業未払金５１，８３８，４７３円、そ

の他８３０，４６１円となっている。

◎　引当金・・・・・・・・・ 本年度は４，２１６，０００円となっており、前年度３，４８５，０００円に対し、７３

１，０００円の増となっている。内訳は賞与引当金３，４８６，０００円、法定福利

費引当金７３０，０００円となっている。

　ホ．繰延収益

◎　長期前受金・・・・・ 本年度は６，２９９，６９８，７６８円となっており、前年度６，０２０，８８６，９６６円
に対し、２７８，８１１，８０２円の増となっている。内訳は国庫補助金長期前受
金４，７６９，６７１，２９９円、他会計補助金長期前受金６５，５７３，７３０円、整
備負担金長期前受金９，６０９，４４５円、工事負担金長期前受金４９８，７１
８，４３６円、受贈財産評価額長期前受金７７４，０８８，３９９円、その他長期前
受金１８２，０３７，４５９円となっている。
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（５）　む　す　び

令和４年度公共下水道事業の総収益は、９６２，８４７，２４２円で、前年度に比べ１，４３７，８００円

増加し、総費用は８７５，８６４，６８４円で、前年度に比べ１９，６５６，７０９円増加している。総収益と

総費用の差引純利益は、８６，９８２，５５８円の黒字となっているが、前年度に比べ１８，２１８，９０９

円減少している。

下水道事業本来の営業損益は２９３，９７０，３５４円の赤字で、３億円程度の赤字が継続している

状況にある。

全体として経常利益や純利益が８千万円を超える黒字となっているのは、営業外収益の非現金

収益である長期前受金戻入２６５，０８９，３４４円と市からの補助金１５２，６３７，０００円によるもので

ある。

下水道事業の場合、膨大な雨水処理も含まれ、その処理費用が多額になるため、下水道事業自

体の営業損益を黒字化するのは非常に難しいが、営業損益の赤字が縮減されるよう、汚水処理原

価をもとに、定期的な料金改定の検討と見直しを図るとともに、引き続き下水道使用料の徴収努力

と費用の削減にも努められたい。

　決算全体を通じて、下水道事業の課題としては、次のとおりである。

水洗化処理普及率は、人口で９５．６％、戸数で９５．１％と、前年度に比べ人口ではわずかに増

加し、戸数では減少している。未接続者への積極的な働きかけを行い、水洗化処理人口の増加に

努められたい。

有収率（処理される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は、７７．２％と前年度

に比べ、２．９ポイント増加している。有収率の向上にも引き続き取り組まれたい。

下水道使用料滞納額が１０９，０８９，０８９円と依然として多額になっており、また、滞納額の一部

は不納欠損処分により３，３５１，６０４円が債権放棄されている。収納の確保を図るとともに、適切に

納付している市民との負担感の公平性を保つことが公共下水道事業の継続につながるもので、そ

の重要性を強く認識して徴収努力を高めていただきたい。滞納者との早期接触を確実に実施する

とともに、督促、催告、上水道事業と連携した上水道の給水停止、預金等財産の差押等の滞納対

策を徹底されたい。

本市下水道は、昭和５５年に供用開始され、これまでも汚水処理施設の更新や下水管・ポンプ場

の改修等を行っているが、老朽化が進む施設や管渠の改修に今後も多額の費用が見込まれる。

計画的な下水道事業経営に取り組まれ、安全で快適な市民生活の維持に努められたい。
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資料第５表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比 金　　額

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表 (単位：円、％）

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

令　和　４　年　度　　（Ａ) 令　和　３　年　度　　（B) 前年度に対する決算対比

予　算　現　額 決　　　算　　　額

構成比 金　　額 構成比 予算対比 増　　減 割　　合

予　算　現　額 決　　　算　　　額 (A-B) (A/B)

営業収益 578,419,000 57.28 576,561,708 56.97 99.68 577,167,000

100.00 100.23 1,009,594,000事業収益 1,009,725,000 100.00 1,012,042,760

57.17 578,012,497 57.10 100.15 △ 1,450,789 99.75

100.27 △ 310,839 99.97100.00 1,012,353,599 100.00

特別利益 1,000 0.00 0 0.00 0.00 1,000

43.03 100.97 432,426,000営業外収益 431,305,000 42.72 435,481,052

0.00 100 0.00 10.00 △ 100 -  

100.44 1,140,050 100.2642.83 434,341,002 42.90

1,981,261 100.22

営業費用 932,880,000 91.88 852,582,468 94.71 91.39 926,080,000 92.29

88.66 1,003,483,000 100.00 898,165,508 100.00 89.50事業費用 1,015,305,000

103.40

営業外費用 71,925,000 7.08 46,607,445 5.18 △ 25,962,105 64.2272,569,550 8.08 96.8864.80 74,903,000 7.46

100.00 900,146,769 100.00

824,569,878 91.81

1,026,080 0.11 99.91 △ 69,224

89.04 28,012,590

93.25

予備費 9,543,000 0.94 0 0.00 0 -  1,473,000 0.15 0 0.00 0.00

特別損失 957,000 0.10 956,856 0.11 99.98 1,027,000 0.10

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 880,135,983 100.00 581,317,166 100.00 66.05

0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

出資金 0 0.00 0 0.00 -  

加入金 0 0.00 0 0.00 -  

288.10

企業債 458,700,000 52.12 300,400,000 51.68 65.49 359,100,000 59.83 121,300,000

600,238,946 100.00 201,776,996 100.00 33.62 379,540,170

60.12 33.78 179,100,000 247.65

-  

補助金 408,332,983 46.39 267,692,497 46.05 65.56 232,289,946 38.70 67,904,963

0 0.00 0 0.00 -  0

33.65 29.23 199,787,534 394.22

-  

負担金 13,103,000 1.49 13,224,669 2.27 100.93 8,849,000 1.47 12,572,033

0 0.00 0 0.00 -  0

6.23 142.07 652,636 105.19

固定資産売却代金 0 0.00 0 0.00 -  -  

支

出

資本的支出 1,169,621,000 100.00 851,860,222 100.00 72.83 878,908,892 100.00

0 0.00 0 0.00 -  0

478,352,795 100.00

63.07 560,559,892 63.78

54.43 373,507,427 178.08

建設改良費 839,544,000 71.78 529,486,423 62.16 366,482,434 324.83163,003,989 34.08 29.08

315,348,806 65.92 99.68 7,024,993 102.23

雑支出 0 0.00 0 0.00

企業債償還金 328,077,000 28.05 322,373,799 37.84 98.26 316,349,000 35.99

0 0.00 0.00 0 -  

0 -  

予備費 2,000,000 0.17 0 0.00 0.00 2,000,000 0.23

-  0 0.00 0 0.00 -  
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資料第６表

損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
(単位：円、％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　区　　　　分
科　　目　　別

令　和  ４  年　度　　（A) 令　和  ３  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 A / B

１．営　　　業　　　収　　　益 531,975,898 55.25 527,068,340 54.82 4,907,558 100.93
99.10

負 担 金 79,860,138 8.30 70,775,026 7.36 9,085,112 112.84
下 水 道 使 用 料 451,893,834 46.93 456,014,945 47.43 △ 4,121,111

-  
そ の 他 営 業 収 益 221,926 0.02 278,369 0.03 △ 56,443 79.72
受 託 事 業 収 益 0 0.00 0 0.00 0

103.09
管 渠 費 44,826,283 5.12 25,982,915 3.03 18,843,368 172.52

２．営　　業　　費　　用 825,946,252 94.30 801,176,257 93.57 24,769,995

102.11
処 理 場 費 212,623,182 24.28 197,535,786 23.07 15,087,396 107.64
ポ ン プ 場 費 921,250 0.10 902,196 0.11 19,054

-  
総 係 費 52,985,389 6.05 49,996,246 5.84 2,989,143 105.98
受 託 事 業 費 0 0.00 0 0.00 0

97.96
資 産 減 耗 費 443,386 0.05 1,895,018 0.22 △ 1,451,632 23.40
減 価 償 却 費 514,146,762 58.70 524,864,096 61.30 △ 10,717,334

-  
営 業 損 失 （ １ － ２ ） △ 293,970,354 -  △ 274,107,917 -  △ 19,862,437 107.25

そ の 他 営 業 費 用 0 0.00 0 0.00 0

99.20
受 取 利 息 及 び 配 当 金 0 0.00 0 0.00 0 -  

３．営　　業　　外　　収　　益 430,871,344 44.75 434,341,002 45.18 △ 3,469,658

91.45
補 助 金 13,145,000 1.37 0 0.00 13,145,000 0.00
他 会 計 補 助 金 152,637,000 15.85 166,903,000 17.36 △ 14,266,000

99.12
還 付 金 0 0.00 0 0.00 0 -  
長 期 前 受 金 戻 入 265,089,344 27.53 267,438,002 27.82 △ 2,348,658

-  
４．営　　業　　外　　費　　用 49,033,288 5.60 54,097,825 6.32 △ 5,064,537 90.64

雑 収 益 0 0.00 0 0.00 0

89.91
雑 支 出 2,425,843 0.28 2,261,275 0.26 164,568 107.28
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 46,607,445 5.32 51,836,550 6.06 △ 5,229,105

82.79
５．特　　別　　利　　益 0 0.00 100 0.00 △ 100 -  

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ） 87,867,702 -  106,135,260 -  △ 18,267,558

-  
そ の 他 特 別 利 益 0 0.00 0 0.00 0 -  
過 年 度 損 益 修 正 益 0 0.00 100 0.00 △ 100

-  
６．特　　別　　損　　失 885,144 0.10 933,893 0.11 △ 48,749 94.78

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0.00 0 0.00 0

-  
過 年 度 損 益 修 正 損 885,144 0.10 933,893 0.11 △ 48,749 94.78
固 定 資 産 売 却 損 0 0.00 0 0.00 0

-  
手 当 等 0 0.00 0 0.00 0 -  
臨 時 損 失 0 0.00 0 0.00 0

総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ） 875,864,684 100.00 856,207,975 100.00 19,656,709 102.30
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ） 962,847,242 100.00 961,409,442 100.00

114.24当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 697,782,647 -  610,800,089 -  86,982,558

-  △ 18,218,909 82.68
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 610,800,089 -  505,598,622 -  105,201,467 120.81

計
当 年 度 純 利 益 86,982,558 -  105,201,467

1,437,800 100.15
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資料第７表

貸 借 対 照 表 比 較 表
(単位：円、％)

                 区　　分
科　　目

令 和 ４ 年 度 （A) 令 和 ３ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較                    区　　分
科　　目

令 和 ４ 年 度 （A) 令 和 ３ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

金　　額 構成比 金　　額 構成比 増　減　額 A / B 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増　減　額 A / B

１．固　定　資　産 9,501,242,418 88.47 9,509,497,555 89.26 △ 8,255,137 99.91 104.56

(１) 有形固定資産 9,501,242,418 88.47 9,509,497,555 89.26 △ 8,255,137 99.91 　ロ． その他の企業債 1,300,065

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 333,489,368 3.11 318,933,891 2.99 14,555,477

0.01 100.01

　イ． 土　　　　　　地 234,050,089 2.17 234,050,089 2.19 0.47 2,430,786 104.84(2) 未　払　金 52,668,934 0.49 50,238,148

243,668,169 2.29 79,884,511 132.78

0 100.00

1,299,935 0.01 130

120.98

　ハ． 構　　築　　物 7,591,152,199 70.69 7,807,462,158 73.29 △ 216,309,959 97.23 　イ． 賞与引当金 3,486,000

(3) 引　当　金 4,216,000 0.04 3,485,000 0.04 731,000

0.03 2,896,000 0.03 590,000 120.37

　ロ． 建　　　　　　物 323,552,680 3.01

　ニ． 機械及び装置 880,477,881 8.20 1,017,665,005 9.55 0.01 141,000 123.94

　ホ． 車両及び運搬具 0 0.00 0 0.00 0 -

△ 137,187,124 86.52 　ロ． 法定福利引当金 730,000 0.01 589,000

-(4) その他の流動負債 0

　ヘ．工具器具及び備品 587,345 0.01 656,023 0.01 △ 68,678 89.53 ５．繰　延　収　益 3,871,159,254

0.00 0 0.00 0

36.05 3,853,569,411 36.17 17,589,843 100.46

　 ト． 建設仮勘定 471,422,224 4.39 205,996,111 1.93 56.52 278,811,802 104.63

(2) 無形固定資産 0 0.00 0 0.00 0 -

265,426,113 228.85 (1) 長期前受金 6,299,698,768 58.66 6,020,886,966

112.05
　　長期前受金
　　収益化累計額

△ 2,428,539,514

２．流  動　資  産 1,237,660,458 11.53 1,143,644,933 10.74 94,015,525 108.22 負　債　合　計 7,420,190,426

△ 22.61 △ 2,167,317,555 △ 20.35 △ 261,221,959

69.10 7,421,412,596 69.66 △ 1,222,170 99.98

(1) 現　金　預　金 1,079,653,551 10.06 1,080,609,319 10.15 23.51 0 100.00

(2) 未　　収　　 金 158,006,907 1.47 63,035,614 0.59 94,971,293 250.66

△ 955,768 99.91 ６．資　本　金 2,504,219,338 23.32 2,504,219,338

111.96７．剰　余　金 814,493,112

資　産　合　計 10,738,902,876 100.00 10,653,142,488 100.00 85,760,388 100.81 (1) 資本剰余金 116,710,465

7.58 727,510,554 6.83 86,982,558

1.08 116,710,465 1.10 0 100.00

３．固　定　負　債 3,157,356,805 29.40 3,193,886,211 29.98 0.10 0 100.00

(1) 企　　業　　債 3,157,356,805 29.40 3,193,886,211 29.98 △ 36,529,406 98.86

△ 36,529,406 98.86 　　イ．受贈財産評価額 9,948,000 0.09 9,948,000

100.00　　ロ．補助金 106,762,465

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 3,153,455,830 29.36 3,188,685,171 29.93 △ 35,229,341 98.90 (2) 利益剰余金 697,782,647

0.99 106,762,465 1.00 0

6.50 610,800,089 5.73 86,982,558 114.24

　ロ． その他の企業債 3,900,975 0.04 5,201,040 0.05 5.73 86,982,558 114.24

４．流　動　負　債 391,674,367 3.65 373,956,974 3.51 17,717,393 104.74

△ 1,300,065 75.00
　  イ．当年度未処分
　　　　 利益剰余金

697,782,647 6.50 610,800,089

100.00 10,653,142,488 100.00 85,760,388 100.81

102.69

(1) 企　　業　　債 334,789,433 3.12 320,233,826 3.00 14,555,607 104.55 負 債 資 本 合 計 10,738,902,876

資　本　合　計 3,318,712,450 30.90 3,231,729,892 30.34 86,982,558
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資料第８表 　

施 設 利 用 率 （ ％ ）
一 日 平 均 処 理 水 量

×１００
12,734

×１００ 82.82

経 費 分 析

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

算　　定　　方　　式 算　　定　　基　　礎
年　　度　　別　　比　　較

令和４年度 令和３年度 令和２年度

86.73 88.61
一 日 処 理 能 力 15,375

96.41 94.09
一 日 最 大 処 理 水 量 15,190

最 大 稼 働 率 （ ％ ）
一 日 最 大 処 理 水 量

×１００
15,190

×１００ 98.80

負 荷 率 （ ％ ）
一 日 平 均 処 理 水 量

×１００
12,734

×１００ 83.83

有 収 水 量 3,589,914

汚 水 原 価 （ 円 ）

営 業 費 用 － ポ ン プ 場 費
＋ 支 払 利 息
－ 雨 水 元 利 償 還 分

858,513,615
239.15

89.95 94.18
一 日 処 理 能 力 15,375

使 用 料 単 価 （ 円 ）
下 水 道 使 用 料 517,700,972

144.21 143.01 144.51

233.97 238.64

有 収 水 量 3,589,914

自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）
自 己 資 本 ＋ 剰 余 金

×１００
3,318,712,450

×１００ 30.90 30.34 28.70
負 債 ・ 資 本 合 計 10,738,902,876

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率 （ ％ ）
固 定 資 産

×１００
9,501,242,418

×１００ 146.71 147.99 150.87
自己資本＋剰余金＋固定負債 6,476,069,255

流 動 比 率 （ ％ ）
流 動 資 産

×１００
1,237,660,458

×１００ 315.99 305.82 277.63
流 動 負 債 391,674,367

112.29 112.78
総 費 用 875,864,684

営 業 収 益 対 営 業 費 用 比 率 ( ％ ）
営 業 収 益

×１００
531,975,898

×１００ 64.41

総 収 益 対 総 費 用 比 率 （ ％ ）
総 収 益

×１００
962,847,242

×１００ 109.93

65.79 65.06
営 業 費 用 825,946,252
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